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平成2 6年1 0月3 1日付け消食表第2 6 5号をもって諮問のあった、 食品

表示法（平成25年法律第70号）第4条第1項の規定により内閣府令で新たに

定める 食品表示基準について下記のとおり答申する。

なお、 特保制度との関係・整序などの根本的な問題や、 いわゆる健康食品や

特保を含め表示だけでなく広く広告を含めたあるべきルールの問題について、

さらに消費者委員会として、 引き続き検討を加える所存である。

記

新制度が、 事業者が自己認証により当該食品に機能性があることを確認し消

費者庁に届け出る制度であることに鑑み、 届出内容が事実と異なる場合の対応

方法や、 消費者の安全性の担保が重要な課題となる。 この点、 届出がなされた

場合には、 当該食品に機能性があると事業者が結論づけた根拠も含め、 販売開

始の 6 0 日前には消費者庁に届け出された情報がインタ ー ネットで公開され、

誰でも内容を確認できる制度であることや、 行政が市場から製品を購入し、 実

際の製品に届出内容どおりの関与成分が正しく含まれているかを検査する体制

を構築しようとしていること、 また、 万が一、 事故が起こった場合に備え、 届

出事業者に消費者庁に直接事故情報を報告させることとなっている点など評価

（参考資料1-2）








